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研究成果の概要（和文）：教育の最適化は政府主導では条件の異なる大学を一律に評価する故に難しく、研究の
最適化は論文数ゼロがむしろ学界の常態であること、論文生産のハードルが専門分野に応じて異なり且つ高いこ
と、財政は一層投入しないと研究生産が十分には得られないこと、研究教育の両立は専門分野や設置者に依存し
つつトレードオフになりがちであることが示された。
　　さらに、因果推論の重要性が俄に重視される文脈を踏まえ、本研究課題で伝統的分析手法の検証を行った。
その結果因果推論手法から見ると、社会科学の各分野で半ば慣習的なルールにより適用・解釈されてきた数量分
析結果は、再考の余地がありともすると誤用乱用状態であることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：It was shown that the optimization of education is difficult under 
government initiative, that zero number of papers is rather the norm in academia for the 
optimization of research, that the hurdles for producing papers are different and high depending on 
the field of specialization, that research production cannot be high without additional financial 
input, and that the compatibility of research and education depends on the field of specialization 
and the installer and is a trade-off. The results show that the balance between research and 
education depends on the field of specialization and the establishment and is a trade-off.
　Furthermore, the traditional analytical methods were examined from the viewpoint of causal 
inference. As a result, it became clear that the results of quantitative analysis, which have been 
conventionally applied and interpreted in various fields of social science, are in a state of misuse
 and abuse with room for reconsideration.

研究分野： 高等教育学,教育社会学

キーワード： 高等教育　研究教育の両立　研究生産性　教育質保証　計量分析
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果の学術的意義・社会的意義は、高等教育機関の研究教育を同時に最適化する際に、現行の政府の政策
ではむしろ不十分であることを明らかにし、政策検証を行い得た点である。政府が望むような研究の卓越化や教
育の質を向上させるためには、現行の政策に反して、十分な財政支援を行わないと難しく、現行政策は常に矛盾
をはらんだ政策を大学に押しつけていることになりかねないことが示されたことの意義は大きい。
加えて、こうした分析を行うためには、これまでの高等教育研究の伝統的・慣習的な分析方法では限界があり、
因果推論等近年の計量分析を再考する議論に寄り添いながら、適切な手法の選択を探索した点にも学術的意義が
ある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

1990 年代の新自由主義政策への転換以降、効率性・卓越性重視の大学評価が浸透し、世界レ
ベルでの「大学ランキング」が波及したことは記憶に新しい。ランキングの中核が莫大な資金を
必要とする理系の研究力にあることから、ランキングの向上は実質的には「業績を上げやすい研
究」に「いかに金をかけるか」に左右されることになる（上山 2010）。 
このような「業績主義」と「拝金主義」(宮田 2012)は、世界レベルで次のような課題をもた

らした。すなわち①ランキング向上が目的化した研究の強要、②理系の研究経費増大と学生・保
護者への授業料負担の増大、③「人文社会系不要論」の勃興（藤本他 2017）、④人文社会系の研
究形態の変容（成果の出やすい数量的実証研究の拡大、質的研究の衰退）、⑤「高等教育機会の
保証」への視点の喪失、⑥階級格差の拡大（高額な「エリート大学」が階級の再生産に寄与（ロ
バーツ&竹内 2017）、⑦業績主義に伴う教員の利己的（機会主義的）行動の増大、文系・理系間
での葛藤・軋轢の発生、⑧学長への権限の集中、である。 
しかしながら、先端研究や基礎研究には、十分な資金が必要であることも事実である。問題は、

これら諸課題を同時解決する必要があるにもかかわらず、効率性と卓越性の達成実現のみを目
指し、その手段として根拠無く学長への権限集中へと舵を切ったことである。この状況を踏まえ、
研究代表者は、大学＝公共機関の再認識、公共機関が持つ多様な使命の調整と同時達成の仕組み
の構築である、という認識に至り本研究課題を着想した。 
 
２．研究の目的 
上記のような課題を踏まえ、次のような研究に取り組む必要性を認識するに至った。すなわち、

A)卓越的・基礎的研究のための十分な資源確保、および、B)能力ある人々への世界レベルの高度
な教育・研究機会の開放、を同時に満たし且つ教員間の利害調整を行うような、多機能・多目的
の同時最適化を図れるような大学経営戦略・統治（ガバナンス）システムを持つ、究極の大学モ
デルの構築、である。 
 大学が真に最高学府たるためには、上記のような、夢想とも思える大学像を模索する必要があ
る。類似の試みとしては大学間の機能分化があるが、この方式では大学の「多様性」「個性」の
尊重という名目を隠れ蓑に、実質的な大学間格差と階層間格差を温存したまま現在に至ってお
り望ましいとは言えない。それゆえに、大学単体（現況の研究大学）での実現が望ましい。中核
となるのは、卓越性と平等性を同時に実現するモデル探索であり、トレード・オフの関係にある
ことの多い両者を同時に最大化することは困難だと思われるが、その困難な問題に挑戦するこ
とで、真に世界を牽引する大学モデルを見いだすことができうる。 
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３．研究の方法 
研究期間は当初平成 30〜32 年度の 3年間としたが、コロナ禍による 2回の延長を経て、令和

4年度までの 5年間継続し、以下の研究方法・内容を展開した。 
A.理論・先行研究の検討：大学ランキングの検証を通じ、公平・平等の視点の喪失を指摘する。
さらに大学の多目的・多機能・権限の調整と配分の仕組みに関する分析枠組みを構築するため
に、厚生経済学、公共政策論、組織論、経営学、高等教育組織社会学を検討する。 

B.数理モデル構築・シミュレーション：多目的・多機能の同時達成と適切な権限配分に関する理
論モデルを構築するために、統計数理モデル、シミュレーションモデル、ゲーム理論、多目的
最適化手法等を参考にしながら開発検証を行った。 

C.データサイエンスによる実証研究：Bで構築した数理モデルを検証するため、web of science
から論文業績のデータ、JSPS から機関別科研費採択率・採択額のデータ、大学を対象とした権



限配分に関するアンケート調査を収集し、教育機会、卓越性、財源、権限配分の関係を統計分
析（確率論的フロンティアモデル、因果推論）・線形計画法（包絡分析法:DEA）等の計量分析に
より分析した。これにより、競合目的と権限配分に関して最適な大学の存在を探索した。 

D.事例研究：米国研究大学の調査･･･Harvard University, UC Berkeley, The Pennsylvania 
State University 等の人的研究交流のある大学および研究代表者の所属機関が参画している
SERU(Student Experience in the Research University)調査に参画している米国研究大学の
学生調査データを活用し、大学戦略・ガバナンス、研究と教育の効果分析を行った。 

E.成果公表と外部評価:H31 年以降、国内外での学会発表・学術論文、公開研究会、最終成果報
告会による成果の公表および第三者招聘による評価を実施し、研究の質保証を行った。 

 
４．研究成果 
 研究成果は以下のとおり： 
まず、松宮・中尾・村澤（2018）の学会発表により、研究課題を達成するためには、大学の機

関レベルのデータ、大学教員を対象とした個人レベルのデータ等、高等教育関係データの整備や、
適切な分析モデルの応用と開発が重要であることが主張された。上記報告では、大学の教育活動
に焦点を当て、私学における教育系競争的資金配分メカニズムの分析、研究活動に焦点を当てた
研究生産性の分析への新たなアプローチ（Zero-Inflation モデル, Hurdle モデル,確率論的フ
ロンティアモデルの応用）、そして教育と研究の両立性に関する包絡分析法 (DEA)を用いた大学
の機能分化の分析が展開された。 
これら分析を通じて、政府が主導する改革スキームが、異なる条件の大学を一律同じ基準で評

価してきたことの歪みが生じていることが示された。さらに、大学の研究生産は諸改革を実行す
れば増産するという単純なものではなく、論文ゼロが常態であると仮定する方がむしろ自然な
場合が少なくないこと、その常態化および常態化を超えるには構造的要因（設置者、専門分野、
設置年,大学の威信上の序列等）に依るところが少なくなく、政策の短期的な処置介入では必ず
しも変えられない要素であることが明らかにされた。また、政策的な関心の高い英語論文の生産
性は、教員人件費増額による費用効率性が働く一方、国際共著論文はコスト高であることが示さ
れ、政府の高等教育財政政策には検証の余地があることが明らかになった。さらなる分析として、
教育の質と研究生産の同時最大化の分析を行ったところ、全大学を対象とした分析では、その傾
向としては両者はトレードオフの関係になるが、教育の質の高い大学はほぼ医科大学、論文生産
性の高い大学は工業系の大学であることがわかり、すべての大学を一括した分析よりも、大学の
専門分野や設置者、規模等を考慮したサブグループ別分析を行う方が良いことが明らかにされ
た。これら一連の分析を通じ、高等教育における教育の質や研究生産を分析するためのデータが
意外にも整備されていないこと、こうした分析を進める上で民間企業が商用で収集したデータ
が有効であること、こうした状況から政府統計のミクロデータの利用促進が望まれるが、文教関
係は利用の際のハードルが高く研究者が広く利用する環境が整っていないことが直接間接政策
貢献を遠ざけている可能性のあることが示唆された。 
 以上のように実際のデータを用いた計量分析を進めつつ、方法論としての計量分析自体の検
討と検証を進めた。当初は研究教育の生産性に関する諸指標が特殊な分布であることから、特殊
な分布を仮定した回帰分析（ポアソンモデル、負の二項分布モデル、ゼロ過剰モデル、ハードル
モデル）の応用可能性を検討し、併せて低回収率の補正、欠損値補完のあり方を検討し、それら
手法の、伝統的な手法に比しての有効性を示した（中尾・村澤 2018）。 
 その一方で、社会医学者や経済学者により、EBPM(Evidence-Based Policy Making)すなわち
「エビデンスに基づいた政策形成」（現在は政策も含めた諸施策・諸活動を包括する概念として
EBPs(Evidence-Based Practices)）と因果推論が抱き合わせにより推奨・浸透される文脈が生じ
てきたことにより、因果推論的見地から伝統的な計量分析のあり方について原点回帰とも言う
べき再考と検証の契機が生じた。これを踏まえて、本研究課題を遂行する上で応用してきた各種
分析手法についても改めてその適用の仕方や解釈の仕方の再考を進めた（立石・丸山・速水・松
宮・中尾・村澤 2019, 村澤 2021, 樊・中尾・西谷・村澤 2021, 中尾・樊・村澤・西谷・松宮 
2021, 松宮・中尾・樊・宮田・村澤 2022, 中尾・樊・宮田・村澤・松宮 2022, 中尾・樊・村澤 
2022,Nakao・Fan・Watanabe・Nishitani・Murasawa 2022 等）。その結果、本研究課題での検討を
ベースとして、EBPM とそれが根拠とする因果推論を中核とした方法論を再考するスピンオフ研
究課題に関する科研を 2 つ（JP22K18591,JP20H01643）取得することができた。また、一連の研
究を通じて明らかになった点として、従来特に社会科学において用いられてきた計量分析は、領
域間の対話を欠いたまま、社会科学内の各専門領域内で半ば慣習的な分析の適用と解釈がなさ
れてきており、EBPM が推奨する因果推論の見地からすると、誤用・乱用が少なくないことが明
らかになった。こうした誤用乱用を避けるためには、分析に先立って DAG(Directed Acyclic 
Graph:有向非巡回グラフ)による論理モデルの構築が有効であること、その過程において如何に
交絡を見いだすかが因果効果の厳密な推定の鍵になること、しかしながらそもそも実際の観測
データは、論理モデルで定義された概念の代理変数（プロキシー）に過ぎず、その代理性がもた
らすバイアスの累積が予想を超えて大きく誤推定を招く可能性もあること等、計量分析の最先
端の一端に触れるような研究成果も得られた。 
また、これら研究成果のうちの一部で、日本の高等教育の特質に言及できるものは、世界的に



参照されるエンサイクロペディアに寄稿・採択されることにより、英語による成果の発信も行っ
た（Watanabe, Sato & Murasawa 2018）。 
加えて、研究代表者が米国 UC バークレー校が主催する SERU(Student Experience in the 

Research University)調査に所属大学の分析担当として参画しており、この調査企画を通じて
世界レベルの研究大学数十校との交流を経ながら、学生調査を通じた大学の生産性分析、大学が
もたらす教育効果分析を行い、学生の諸能力形成において、国家や大学といった異質性（の効果）
が無視できないことを明らかにした（https://rihe.hiroshima-u.ac.jp/2021/11/11-49th-
annual-study-meeting/,渡邉・村澤・安部・梅下・中尾 2020） 
 以上のような研究成果は、本研究課題遂行中に随時学会発表や研究代表者が所属する組織に
おいて主催した公開研究会において、指定討論者や一般の参加者を交えての絶えまない議論と
検証を行ってきた。公開研究会については、以下の通り実施した。これら研究会は、登壇者・参
加者に承認を取る形で映像・資料をアーカイブしており、本研究課題に関わる議論のプロセス自
体を資料化し、本研究課題の研究プロセスの透明化・可視化を図った点に大きな特徴がある。 
 
2018 年度：https://rihe.hiroshima-u.ac.jp/research_activities/public_workshop/2018-2/ 
（第 1回主催） 
2019 年度：https://rihe.hiroshima-u.ac.jp/research_activities/public_workshop/2019-2/ 
（第 4,8,12,13,16,17,18,19,22 回主催） 
2020 年度：https://rihe.hiroshima-u.ac.jp/research_activities/public_workshop/2020-2/ 
（第 5,6,7,8,10,17,20 回主催） 
2021 年度：https://rihe.hiroshima-u.ac.jp/research_activities/public_workshop/2021-2/ 
（第 2，3，5，8，10，11,16 回主催） 
2022 年度：https://rihe.hiroshima-u.ac.jp/research_activities/public_workshop/2022-2/ 
（第 1,5,6 主催） 
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